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1 は じ め に
本論文は, 拙論 (2012) に基づいて, 資金移動に係わる意思決定を表現す
る確率時間オートマトンを提示するものである｡
オートマトンは元来情報処理分野の概念であり, 初期状態から記号を入力
するたびに状態が推移する中で, 理想とする最終状態に至ることを可能にす
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論文要旨
本論文では, 拙論 (2012) において示された, 意思決定を計量する確率時間オー
トマトンを利用して, 意思決定の対象として資金移動を取り上げ, 資金移動に関す
る意思決定のモデルを提示した｡ 経済主体間の資金移動は, 関係する経済主体を構
成する人間の意思決定によりもたらされることから, 資金移動認識時点における
人々の集合の部分集合としての経済主体を用いて資金移動を表現する ｢一般化
資金移動関数｣ を定義した｡ そこから導かれる経済主体の資金繰りを表すベクトル
を確率時間オートマトンにおける位置とみなすと, 上記時点が記号入力時点とみ
なされ, 一般化資金移動関数が入力記号に相当する｡ このとき, 各取引における決
済までの時間的制約を考慮して, 入力記号自体が位置上の確率分布を規定するとい
う形で, 資金移動を巡る意思決定を確率時間オートマトンとして表現することが可
能になる｡
キーワード：意思決定, 確率時間オートマトン, 資金移動, 資金繰り
るプログラムを考えるためのモデルである｡ この記号入力による状態推移に
関して, 入力時点も考慮したオートマトンが時間オートマトンであり, さら
に状態推移が確定的ではない場合を考慮したオートマトンが確率時間オート
マトンである｡
拙論 (2012) では, 確率時間オートマトンにおいて状態が確率的に推移す
る場合の確率分布と推移時点を決定することこそが意思決定を表現している
ことを論じたが, 具体的な応用例は示さなかった｡
本論では, 具体例として資金移動を取り上げている｡ 資金移動は経済主体
間の何らかの ｢約束｣ に基づいて起こるものであり, そこには関係する経済
主体を構成する人間の意思決定が関与しているという見地に立って, 確率時
間オートマトンを構成する諸概念が, 資金移動に応用した場合に何にあたる
かを明らかにすることを試みた｡
確率時間オートマトンの ｢状態｣ は, オートマトン上の位置と当該位置に
到達した時点 (記号入力時点) と推移に要する時間を計る時計の値から成っ
ている｡ すると, 位置に相当するものが経済主体の資金繰りであり, 入力時
点は資金移動認識時点に相当し, 推移に要する時間を計る時計に対する制約
条件が決済時点に関する取り決めであるとみなすことができる｡
状態推移を表す位置上の確率分布を規定するために, 本論ではひとつひと
つの資金移動に関して, 支払主体と受取主体と資金移動認識時点を定義域と
して移動金額と移動時点を定める資金移動関数を定義した｡ その際支払いに
用いられる通貨の種類も考慮した関数が一般化資金移動関数である｡ この一
般化資金移動関数によって定められる移動金額と移動時点を確率変数の実現
値とみなすことによって導かれる確率分布が, 関係する経済主体を構成する
人間の意思決定を表していると考えられる｡
以下, 2節において資金移動の実態を概観し, 3節において資金移動を表
現する関数を定義してから, それを用いて資金移動に関する意思決定を表現
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する確率時間オートマトンを構築する｡ 4節は以上の議論を総括するもので
ある｡
2 資金移動の実際
現実の社会における資金移動には様々なものがあるが, ｢最終的に決済を
完了させる機能を持っているのは, 現金通貨と預金通貨 (流動性預金の支払・
預入) だけ｣(1) であることに着目することにより, 本論においては資金を現
金と流動性預金と定義する｡ 以下では, 実物取引の資金移動, 金融取引
の資金移動, その他の資金移動に分けて, 資金移動の実際を確認しておく｡
 実物取引の資金移動
決済とは, 資金などを移転させることによって, 取引において発生した債
権債務関係を消滅させることである(2)｡ ここで ｢資金などの移転｣ の中には,
取引対象である財・サービスの受渡しとともに, 現金のやりとりや金融機関
の預金残高の増減といった代金決済が含まれる｡
代金決済における支払いの手段には表 1のようなものがあるので, 支払手
段ごとに代金決済を詳しく見ることによって, 実物取引における決済のため
の資金移動の実体を明らかにする｡
① 現 金
我が国の実物取引において, 現金は支払手段として未だ大きな地位を占め
ている(3)｡ 支払手段として現金を使用する場合のメリットとしては, 決済期
間 (契約締結から決済完了までの時間) が短いことや匿名性 (誰が支払った
かわからない) が挙げられる一方で, デメリットとしては管理コストの高さ
が挙げられる(4)｡
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② 電子マネー
プリペイド式電子マネーの利用者は事前に発行主体に必要金額を支払って
電子マネーを購入し, 加盟店での買い物に支払手段として使用する｡ 加盟店
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表 1 代金決済のための支払手段
支払手段 買い手 売り手 他の決済関係者
① 現 金 経 済 主 体 経 済 主 体 なし
② 電 子 マ ネ ー 利 用 者 加 盟 店
(発行主体)
運営会社, 発行主体
③ プリペイドカード 利 用 者 加 盟 店
(発行主体)
発行主体
④ デビットカード 利 用 者 加 盟 店 カード発行銀行, 加盟店取引
銀行
⑤ 振 込 振込依頼人 受 取 人 仕向銀行, 被仕向銀行
⑥ 送 金 送 金 人 受 取 人 送金銀行, 支払銀行
⑦ 収 納 代 行 消 費 者 事 業 者 銀行, コンビニ
⑧ 代 引 き 消 費 者 事 業 者 運送業者, 銀行
⑨ 小 切 手 振 出 人 受 取 人 支払人, 取立銀行
⑩ 為 替 手 形
 輸出荷為替手形 輸 入 者 輸 出 者
(日 本)
輸入者の取引銀行
輸出者の取引銀行
 輸入荷為替手形 輸 入 者
(日 本)
輸 出 者 輸入者の取引銀行
輸出者の取引銀行
⑪ 約 束 手 形 振 出 人 受 取 人
(所 持 人)
支払銀行, 取立銀行
⑫ 電 子 記 録 債 権 債 務 者 債 権 者 各取引銀行
⑬ クレジットカード カード保有者 加 盟 店 カード発行会社, 加盟店管理
会社, 国際ブランドカード会
社, 各取引銀行
(出所) 小塚・森田 (2011) 及び式場 (2011) より筆者作成｡
は後日その電子マネーを運営会社 (発行主体に電子マネーを発行する権限を
与える会社) に買い取ってもらう(5)｡
ポストペイ式の電子マネーについては, クレジットカードと同じ仕組みで
ある｡ また, サーバ型電子マネーとは, ICカードや携帯電話などを利用せ
ず, オンライン上で利用されるものを指すが, 利用者が発行主体から直接買
い物をする場合を自家型, 加盟店で買い物をする場合を第三者型と呼ぶ(6)｡
③ プリペイドカード
利用者が事前に発行主体からカードを購入した上で, 発行主体から直接買
い物をしたり (自家型), 加盟店にて買い物をしたり (第三者型) する際の
支払手段である｡ 電子マネーと異なり, 運営会社は介在しない(7)｡
④ デビットカード
利用者が加盟店での買い物に支払手段として使用すると, カード発行銀行
は代金相当額を利用者の口座から引き落として, 加盟店の取引銀行の口座に
付け替える(8)｡
⑤ 振 込
買い手は, 口座を有する金融機関 (以下, 仕向銀行と呼ぶ) に売り手宛の
振り込みを依頼する｡ 仕向銀行が売り手の口座がある金融機関 (以下, 被仕
向銀行と呼ぶ) に振込通知を行うと, 被仕向銀行は売り手の口座に入金記帳
を行う(9)｡
国内振込の取扱方式には, テレ為替とMTデータ伝送と文書為替がある｡
テレ為替は金融機関相互間の内国為替取引の処理をコンピュータで行うため
に 1973年に創設された全国銀行データ通信システム (全銀システム) を利
用して振込通知を授受する方式である｡ MTデータ伝送は磁気テープデータ
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形式のファイルにまとめた為替通知を送受信する方式であり, 給与振込や年
金振込などに利用されている(10)｡ 文書為替は, 売り手が振込通知書や納税
通知書などの付帯物件を必要としている場合や急ぎでない場合に文書によっ
て通知を行う方式である(11)｡ 金融機関相互間の資金決済については, 次項
②内国為替取引において扱う｡
海外への振込については, 国内の仕向銀行と海外の被仕向銀行の間に事前
に為替取引についての取り決め (コルレス契約) が成立している必要がある｡
銀行間の資金決済は, 国内の場合と異なり, 取引 1件ごとに個々に行われ
る(12)｡
⑥ 送 金
国内の売り手に代金を送金するのは, 通常支払銀行に売り手の預金口座が
ない場合である｡ 送金依頼を受けた送金銀行は送金小切手を発行して買い手
に交付する｡ 買い手はその小切手を売り手に送付し, 売り手は支払銀行に呈
示して支払いを受ける(13)｡
海外の売り手に代金を送金する場合は電信送金が一般的である｡ 買い手が
送金銀行に代金を支払い電信送金を依頼すると, 送金銀行は売り手への支払
を行う支払銀行への支払指図を電信で行うことになる(14)｡
⑦ 収納代行
消費者はコンビニで代金を支払い, コンビニは事業者に銀行振込で決済す
る(15)｡
⑧ 代引き
消費者は, 売買対象商品を配送する運送業者から商品を受領するのと引き
換えに, 代金を運送業者に支払う｡ 運送業者は事業者に銀行振込で決済す
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る(16)｡
⑨ 小切手
振出人は小切手を作成して受取人(17) に交付すると同時に, 小切手に表示
された支払人 (振出人が当座預金口座を有する銀行) に対して, 受取人に額
面金額を支払うよう委託する｡ 振出 (作成・交付) 日から 10日間が支払呈
示期間であり, 呈示されるとただちに支払がなされる｡ 一般には, 支払呈示
を行うのは受取人ではなく, 受取人が自己の取引銀行に小切手を持ち込んで
取立を依頼することになる｡ 取立銀行は, 裏書きされた小切手を手形交換所
に持ち込んで支払呈示を行い, 支払を受ける(18)｡ なお, 個人が海外旅行な
どで支払手段に用いる旅行小切手は, 現金と同じ扱いとなる(19)｡
⑩ 為替手形
為替手形は送金手段として機能する有価証券である｡ 振出人が作成し, 支
払人が受取人に額面金額を支払うことを依頼する書面である｡ 今日では, 主に
輸出入取引において商品引渡しと代金支払いの同時履行を実現するために使わ
れている(20)｡ そこで, 以下輸出荷為替手形と輸入荷為替手形を説明する｡
輸出とは, ｢貴金属, 支払手段および証券その他債権を化体する証書以外
の動産が税関の通関を終える状態｣(21) を言う(22)｡ 互いに信用力の高い(23) 買
い手 (外国) と売り手 (日本) 同士の輸出荷為替手形による決済は次のよう
である(24)｡
売り手は船会社に積荷を引き渡して船荷証券の発行を受け, それから自ら
を振出人, 自己の取引銀行 (邦銀 A) を受取人, 買い手を支払人とする為
替手形を振り出し, 手形と船荷証券, 保険証券, 送り状 (以下, 付属書類と
呼ぶ) をまとめて邦銀 Aに持ち込んで買い取りを依頼する｡ 邦銀 Aは, こ
の代金を売り手 (振出人) に支払ってから, 買い手の取引銀行 (外銀 B) に
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付属書類を郵送し, 取立委任にまわす｡ 外銀 Bは買い手に手形を呈示して,
引き受けがなされれば付属書類を買い手に渡す｡ 買い手は, 付属書類と引き
換えに積荷の引き渡しを受けるとともに, 手形の支払いを行う(25)｡ 銀行間
の資金移動は, 事前の取り決め (コルレス契約) に基づいて行われる｡
他方, 日本の輸入者が輸入取引の代金支払いに為替手形を利用する場合,
輸出者が振り出した信用状付一覧払(26) 輸入荷為替手形を決済する方法によ
り通常行われる(27)｡ 具体的には, 次のようである(28)｡
輸入者は, 輸出者との売買契約締結後, 輸入者の取引銀行 (邦銀 C) に信
用状(29) の発行を依頼する｡ 邦銀 Cは信用状を発行して, 輸出者の取引銀行
(外銀 D) に送り, 外銀 Dは輸出者に通知する｡ 輸出者は信用状に基づき船
荷手配を行い, 船会社から船荷証券を発行してもらう｡ さらに輸出者は自ら
を振出人, 輸入者を支払人, 外銀 Dを受取人とする為替手形を振り出して
付属書類とともに外銀 Dに買い取りを依頼する｡ 外銀 Dが手形と付属書類
を買い取った時点で, 輸出者は代金を回収したことになる｡ 外銀 Dは買い
取った手形と付属書類を邦銀 C宛送付し, 邦銀 Cから買い取り代金の支払
いを受ける｡ 邦銀 Cは輸入者に手形支払いの呈示を行い, 輸入者は手形決
済代金を邦銀 Cに支払うのと引き換えに付属書類を受け取り, 輸入貨物を
受け取ることになる｡
以上の事例では, 売り手が代金を回収した後で, 買い手が代金を支払うと
いう順序になっている点が注目される｡
⑪ 約束手形
約束手形は平成時代に入ってから利用が減少してきているものの, 為替手
形よりはるかに多く利用されている｡ これは, 売買契約締結後一定期間支払
いを猶予する商慣行に合致しているという理由だけでなく, 同一人が 6ヶ月
間に 2回の不渡りを出すと銀行取引停止処分が発動されるので, 債務者に不
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払いを避ける最大限の努力をさせる効果を持っていることが大きな理由であ
る(30)｡
約束手形の振出人は買い手であり, 受取人は売り手である｡ 支払人の代わ
りに支払場所として, 振出人が当座預金口座を有する銀行が指定される(31)｡
支払い満期の記載については, 一覧払・確定日払・日付後定期払・一覧後定
期払の 4通りが認められているが, 一般的には確定日払いの方式で振り出さ
れる(32)｡
約束手形は裏書きによって債権を譲渡できるので, 下請け業者が孫請け業
者への代金支払いのために裏書譲渡するといった形で流通することもあるが,
通常の決済プロセスは以下のようである(33)｡
受取人 (所持人) は満期前に自らの取引銀行 (取立銀行) に取り立てを委
任する｡ 取立銀行は満期が到来したら手形交換所に持ち出して, 支払い場所
として指定された銀行 (支払銀行) に呈示する｡ 手形交換所では手形交換と
いう形でさまざまな支払呈示が行われた上で, 各銀行間の支払額の差額のみ
を日本銀行の本支店に各行が持つ当座預金を振り替えることによって決済す
る｡
なお, 約束手形は電子マネーや小切手とともに ｢無因｣ の支払手段であ
る(34)｡ すなわち, 原因となる売買契約の影響を受けず, 売買契約上の債権
とは別個の債権が成立し, それが約束手形 (あるいは電子マネーや小切手)
に表章されると考えられている(35)｡
⑫ 電子記録債権
2007年に制定された電子記録債権法により, 電子記録債権を支払手段と
して利用することが認められた(36)｡ 世界に先駆けて我が国において, 電子
手形 (手形に代替する金銭債権) のサービスなどが考えられている(37)｡ な
お, 電子記録債権も無因の支払手段である｡
意思決定のモデル
269( 507 )
⑬ クレジットカード
買い手 (カード保有者) と売り手 (加盟店) との間で売買契約成立後, カー
ド発行会社は加盟店から債権を買い取る形で立替払いを行う一方で, カード
保有者から一括払いあるいは分割払いの形で弁済を受ける｡ それぞれの決済
は, 各当事者の銀行預金の付け替えによって行われる(38)｡
以上が原型となる仕組みであるが, 現実には加盟店への立替払いを行うの
は加盟店管理会社という別の当事者であることが多く, カード発行会社と加
盟店管理会社を媒介して決済ネットワークを運営する国際ブランドカード会
社という事業者も存在する(39)｡
 金融取引の資金移動
ここでは, 証券取引と内国為替取引と外国為替取引と貸借取引に分けて,
資金移動の実体を見ておくことにする｡
① 証券取引
公社債や株式などの証券は, 発行段階と流通段階において取引が異なる｡
株式の発行には有償増資による方法と株式分割による方法などがあり, 有償
増資には株主割当と第三者割当と公募がある(40)｡ 債券の発行には公募方式
と私募方式があり, 公募方式の中には募集発行, 売出発行, 入札発行の 3つ
の形式がある(41)｡ たとえば国債について言えば(42), 入札発行であり, 取引
参加者は発行者 (国) と ｢国債市場特別参加者制度｣ に定められた者 (大手
都市銀行と大手証券会社) と ｢国債の発行などに関する省令｣ ｢政府資金調
達事務取扱規則｣ に定められた者 (銀行, 保険会社, 信金など) であり, 決
済は日銀ネット(43) を利用して行われる(44)｡
流通段階における取引参加者は, ｢業者｣ と呼ばれる証券会社と ｢顧客｣
にあたる機関投資家 (投資信託, 生命保険, 信託銀行, 年金基金など), 個
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人投資家, 企業である｡ 業者は, 顧客から委託注文を受けてあるいは自己売
買で取引に参加する｡ 取引が成立すると, 当事者間で取引内容の照合が行わ
れたのち, 定められた決済日(45) に顧客は業者に代金を支払い, 清算機関が
債権債務の相殺を行ったうえで各業者との間で手数料や税金を控除した代金
の受け渡しを行う(46) とともに, 証券決済機関において電子的な帳簿におけ
る振替によって証券の受渡しが行われる(47)｡
我が国の国債を例にとれば, 清算機関は日本国債清算機関 (JGBCC) で
あり, 証券決済機関は日本銀行である(48)｡ 日本国債清算機関は営業日末時
点までに引き受けた取引(49) について参加者ごとに債権債務の相殺を行い,
決済日まで毎日債務不履行に備えてマージン・コール額の受払を行い(50),
決済日に日銀ネットを通じて売り手から国債を受け取り資金を支払い, 買い
手に国債を引き渡し資金を受け取ることになる(51)｡ この資金決済に用いら
れる価格は銘柄ごとに時価評価額で統一されるため, 約定価格との差額の受
払も行われる(52)｡
また, 証券の保有者は発行者との間に債権債務関係があるので, 国債 (利
付債) の場合には, 買い手が決済日に経過利子(53) を売り手に支払い, その
後保有期間において発行者から利払いと元本の償還を受けることになる(54)｡
② 内国為替取引
内国為替取引には, 振込・送金・代金取立に関する受託契約に基づく代行
取引に加えて, こうした取引に伴う金融機関相互間の資金決済取引が含まれ
る(55)｡
代金取立においては, 依頼人から取立委託を受けた銀行が手形・小切手な
どを受託銀行に送付した後, 受託銀行が支払人に請求してその代り金を取り
立て, テレ為替により委託銀行に通知し, 委託銀行が依頼人の口座に入金記
帳する｡ 事務の合理化のために, 1件ごとに処理する代わりに, 手形期日の
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1か月前から 8営業日前までの間に同一期日の手形をまとめて処理する集中
取立てが一般的である(56) が, 期日が切迫している等の理由で集中取立の対
象にならない手形や小切手については関係金融機関間で取りかわす協定書に
従って処理されることになる(57)｡
こうした代金取立とともに, 全銀システムを利用する振込・送金に伴う金
融機関相互間の資金決済は以下のようになる｡ 東京銀行協会 (東銀協) が運
営管理する全国銀行内国為替制度に加盟する金融機関から支払指図の送信を
受けた全銀センターは, その都度資金を移動する代わりに, 当日受信したす
べての支払指図の債権債務を相殺して金融機関ごとに決済尻を算出し, 当該
金融機関の日銀当座預金口座と東銀協の日銀当座預金口座との間で資金の移
動を行う(58)｡
このように全銀システムは, 決済の最終段階において日銀ネットを利用し
ている｡ つまり, 全銀センターから決済尻金額などの通知を受けた日銀が,
支払超の金融機関の口座から一斉引落し並びに受け皿となる東銀協口座への
入金を行い, その後ただちにその受皿口座から受取超の金融機関の口座へ一
斉入金を実施している(59)｡
また, 文書為替によって行われる振込に伴う為替貸借の決済は, 文書交換
日の翌営業日以降の手形交換に振込金交換請求依頼書を持ち出して手形交換
所において行われる(60)｡
③ 外国為替取引
外国為替とは, 遠隔の 2地点 (一方が国外) における債権や債務の決済を
指すが, ここでの取引は異種通貨の交換である(61)｡ 取引参加者は, ｢業者｣
にあたる銀行と為替ブローカー, 並びに ｢顧客｣ にあたる輸出企業, 輸入企
業, 機関投資家, 証券会社, 個人投資家などである｡
取引は業者間取引と対顧客取引に大別されるが, いずれも取引所を経由せ
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ず参加者同士が直接取引する相対取引である｡ 業者間取引では, 参加する銀
行がオファー・ビッド方式(62) で呼び値を提示する｡ ブローカーは複数の銀
行から預かっている注文の中で最もインサイド (買値の最高値と売値の最低
値) のレートを提示する｡ 提示レートに応ずる参加者が現れれば取引は成立
する｡ 取引当事者間で約定書を交わしてから, 定められた決済日(63) に決済
口座を通じて通貨の受払が行われる(64)｡
決済日において買取通貨と売渡通貨の受渡しは別々に行われている(65)｡
日本円の場合には, 東銀協が運営する外国為替円決済制度 (外為円決済シス
テム) に加盟する銀行間の交換尻を日銀ネットにおいて算出した上で差額分
を決済する方法と, 取引ごとに直ちに日本銀行の当座預金振替によって決済
する方法とがある｡ 2002年から買取通貨と売渡通貨の同時決済を連続的に
行う CLS銀行が外為円決済システムに参加したことにより, 決済は同銀行
へシフトする傾向がある(66)｡
対顧客取引の場合は, 当日朝の業者間取引中心相場 (仲値) を参考とし,
これに当日の市場動向や当局の平衡介入の動向等が勘案されて電信売買相場
の仲値が決定され, これに銀行の利益, 諸経費, 金利, 為替相場変動に伴う
損失カバー料等を見込んで算出されたレートが顧客に提示されることにな
る(67)｡ 顧客がこれに応ずれば売買契約が成立し, 即日または数日以内 (通
常は翌々営業日以内)(68) に顧客が開設している外貨預金口座と円預金口座を
利用して資金の受払が行われる(69)｡
このように契約時のレートが適用される外国為替取引は直物取引と呼ばれ
るが, それに対して将来のレートを用いて一定時期に受渡しを約束する先渡
取引も存在する｡ このとき顧客に提示されるレートは, 直物レートに対象通
貨の先渡期間に対応する金利差を加味したものとなる(70)｡
他方, 業者間取引にはこうした先渡取引が存在しない代わりに, 直物レー
トと先渡レートの差 (直先スプレッド) の取引が行われている(71)｡ たとえ
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ば直物が 1米ドルにつき 92.0002円であるときに, 1か月物の直先スプレッ
ドが△50△48銭と提示されたとする｡ このレート提示者に対して Y銀行
が先渡 1ヶ月物で直物よりも 1米ドルにつき 50銭安く米ドルを売る取引を
1百万米ドル分締結したならば, この直先為替取引を直物取引 ｢1米ドル＝
92.00円での Y銀行の米ドル買い 1百万｣ と先渡取引 ｢1米ドル＝91.50円で
の Y銀行の米ドル売り 1百万｣ に分解した上で, 直物取引の資金決済を 2
営業日後に行い, 先渡取引の資金決済を 1ヶ月後の応当日に行う(72)｡
④ 貸借取引
資金移動を伴う貸借取引には, 証券の貸借, 資金の貸借ともにさまざまな
取引があるが, ここでは代表的なものとして, 債権レポ取引 (現金担保付債
券貸借取引) と無担保コール取引を取り上げる｡
債券レポ取引には, 特定の債券の銘柄を貸し借りする SC取引と, 債券を
特定しない GC取引がある｡ 取引参加者に制約はなく, 相対取引である｡ 契
約に当たっては, 貸借対象銘柄, 約定金額 (時価総額), 担保金額, レポ・
レート (担保金につく金利から債券の貸借料を引いたもの), スタート日
(債券貸出日), エンド日 (決済日) を当事者間で合意する｡ 借り手は, 債券
受取と引き換えに現金担保を差し入れる｡ 決済日には, 借り手は債券を返却
し, 貸し手は (担保金＋金利－貸借料) を借り手に支払う｡ 決済には日銀ネッ
トが利用される(73)｡ また, 債券価格の変化に応じて値洗いが行われており,
担保金額と時価総額の差が大きくなりすぎた時にはマージン・コールが適用
される(74)｡
次に無担保コール取引は, 金融機関相互間の短期資金の貸借取引であり,
金融機関の資金ポジションの最終調節や, 金融機関間の資金偏在調節のため
に利用されている(75)｡ 相対取引であるが, 直接取引のほか短資会社が媒介
する取引も行われている｡ 取引条件として, 借りるのか貸すのか, 資金受渡
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日, 貸借期間, 金利, 金額などの希望を短資会社に伝えると, 短資会社がこ
れまでに受けた注文の中から希望に合致するものを選び出して, まず貸し手
側に借り手に対する与信枠を確認させ, OKとなれば借り手に取引成立を伝
えるとともに, 貸し手・借り手双方から媒介手数料を受け取る(76)｡
スタート日 (資金受渡日) は取引日当日, 翌営業日, 翌々営業日, 3営業
日以降とあり, エンド日 (決済日) はスタート日の翌営業日から 1年後まで
さまざまである｡ 資金決済は日銀ネットを通じて行われ, 決済期日には元利
合計で借り手から貸し手に返金されるのが普通である(77)｡
 その他の資金移動
現実に資金移動が起きる要因としては, 上記の取引以外にも親族への送金
や寄付などさまざまなものが考えられる(78) が, ここでは税金に関する資金
移動を取り上げてみたい｡
我が国の租税はすべて根拠法が存在し, それに基づいて賦課・徴収が行わ
れている(79)｡ 主な租税の納付期日は表 2のとおりである｡
納付方法は, 国税に関して言えば, 現金納税 (金融機関又は所轄の税務署
又はコンビニで納付), 指定金融機関の預貯金口座から振替納税, ダイレク
ト納付またはインターネットバンキングなどを利用する電子納税がある(80)｡
法人税の納付期限は, 原則として事業年度終了の翌日から 2か月以内となっ
ている(81)｡ 消費税の場合は直前の課税期間の確定消費税額に応じて異なる
が, 最も高額な範疇では毎月 (年 11回) 中間納付し, 課税期間の末日の翌
日から 2か月以内に確定申告を行わねばならない(82)｡ いずれにしても月末
日までに金融機関に納付された分は 2営業日後に金融機関から国庫へと払い
込まれる(83)｡ これは日銀にある政府預金と各金融機関の日銀当座預金との
間で行われる(84) ため, 国庫金を効率的に管理する観点から 2005年より地方
交付税の支払日が同日 (月初第 2営業日) に設定されている｡
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表 2 主な税金の申告納付期日
月別 国 税 地 方 税
4月
5月
自動車税の納付
軽自動車税の納付
6月
住民税 (個人) の納付 第 1期
固定資産税・都市計画税の納付 第 1期
7月 所得税 (予定納税額) の納付 第 1期
8月
事業税 (個人) の納付 第 1期
住民税 (個人) の納付 第 2期
9月 固定資産税・都市計画税の納付 第 2期
10月 住民税 (個人) の納付 第 3期
11月 所得税 (予定納税額) の納付 第 2期 事業税 (個人) の納付 第 2期
12月 固定資産税・都市計画税の納付 第 3期
1月
固定資産税 (償却資産) の申告
住民税 (個人) の納付 第 4期
2月
贈与税の申告納付 2月 1日～3月15日
消費税の申告納付 2月16日～3月15日
固定資産税・都市計画税の納付 第 4期
3月
消費税 (個人) の申告納付
2月16日～3月31日
住民税 (個人) の申告 (15日まで)
事業税 (個人) の申告 (15日まで)
事業所税 (個人) の申告納付 (15日まで)
地方消費税 (個人) の申告納付
2月16日～3月31日
毎月
所得税 (源泉徴収分) の納付
酒税の申告納付
住民税 (特別徴収分) の納付
軽油引取税の申告納付
住民税利子割の申告納付
入湯税の申告納付
随時
法人税の申告納付
地方法人特別税の申告納付
消費税 (法人) の申告納付
相続税の申告納付
自動車重量税の納付
登録免許税の納付
印紙税の納付
法人事業税の申告納付
法人住民税の申告納付
地方消費税 (法人) の申告納付
不動産取得税の納付
事業所税 (法人) の申告納付
自動車取得税の納付
※住民税 (個人) や固定資産税の納期は, 市区町村によって異なることがある｡
※地方消費税は消費税と一緒に, 地方法人特別税は法人事業税と一緒に申告納付する｡
(出所) 石井 (2011) 246頁より引用 (一部加筆)｡
納税額については, 入湯税のように担税者一人あたりの支払額が決められ
ているものもあるが, 法人税や消費税のように課税標準と税率が定められて
おり支払額はそれに基づいて計算しなければならない租税が一般的である｡
3 意思決定のモデル
本節ではにおいて個々の資金移動を表現する関数を定義してから, に
おいて, 資金移動が人間の意思決定によって起こるという見地から, 拙論
(2012) に基づき Beauquier (2003) の確率時間オートマトンを用いて資金
移動に関する意思決定のモデルを作成する｡
 資金移動の表現
前節で見てきたように資金移動には, 無担保コール取引のように注文・契
約・照合・資金移動・決済完了という流れの中に取引当事者間の資金移動を
位置づけることができるものもあるが, プリペイド式電子マネーのように,
買い手の資金支払先が売り手ではないケースや, 輸出荷為替手形のように,
買い手の代金支払日と売り手の代金受取日が異なるケースもある｡ さらに消
費税に見られるように, 契約 (根拠法) の中に資金移動金額が明記されてい
ないものもある｡
こうしたさまざまな資金移動を統一した形式で表現する一つの方法として,
資金移動関数という概念を提案したい｡ 資金は必ず経済主体間を移動してお
り, 一方の経済主体 (を構成する人間) が購入・借入・委託・依頼・賦課と
いった意思決定を行い, 他方の経済主体 (を構成する人間) がこれを受容す
ることを通じて資金移動金額と資金移動日が決定されるので, 資金移動は当
該経済主体を構成する人々の意思決定に基づいて起きていると考えられる｡
そこで, 時点に生存した人々の集合をとし, その部分集合として時
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点の経済主体を定義し, 同時点におけるの部分集合族をとすれば(85),
2つの経済主体, の間で円の資金移動が時点に認識され, かつ時
点に実行されたことを, 複素関数を用いて
あるいは
と表現することができる｡ ただし, は支払い側の経済主体が当該資金移動
の相手と金額と実行日を認識した時点であり, は受け取り側の経済主体が
当該資金移動の相手と金額と実行日を認識した時点であり, 当該資金移動が
社会において認識された時点を
と定義する｡ ここでは離散時点を考えることにして, , , は整数である
とする｡
資金移動関数において虚数単位が用いられているが, これは 2つの経済
主体の間で資金移動が起こるときに, 金額と移動日の 2つが事前に決定され
ている事情を反映させるための措置である｡ 	 は資金移動実行時点
を表す整数の集合とし, 
 は資金移動金額を表す数の集合とする｡
また, ×は直積を示すので, 関数の第 1変数は支払い側の経済主体, 第 2
変数は受け取り側の経済主体を表している｡ 経済主体を構成する人間は
時間とともに変化することがあるので, は時点における経済主体を指
している｡
現実には同一の人物が, あるときは家計という経済主体の一員となって当
該家計に関わる資金移動の意思決定に参加し, あるときには企業という経済
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主体の一員となって当該企業に関わる資金移動の意思決定に参加している｡
上で定めた資金移動関数は, こうした現実の社会を (, , ) という
組み合わせで表現することにより, 現実に即した資金移動の表現を可能にし
ている｡ 具体的に 2節で取り上げた取引に則して考えてみよう｡
まず, プリペイド式電子マネーによる購入のように, 取引において資金が
移動しない場合には, 資金移動関数は
となる｡ ただし, は購入時点であり, 移動時点は認識時点と同じとする｡
次に, 為替制度を利用して代金決済を行う場合にも, 現実の資金移動を忠
実に反映させるように資金移動関数は作られる｡ すなわち, 経済主体と
の間で時点に売買契約が締結され, 時点において仕向銀行, 被仕向
銀行とするからへの銀行振込がなされたとすれば,
という形で資金移動関数が定められ, さらに銀行からの振込通知を時
点に受けて銀行が時点においての口座に入金記帳を行ったとすれば,
という形で資金移動関数を定めることができる(86)｡
そして, 銀行間決済が全銀システム上でなされるとき, 銀行と銀行と
東銀協	との間で,
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 



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 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という形の資金移動関数が定められる｡ ここで, は全銀センターによっ
て決済尻が算出された時点, は当該銀行に通知された時点, は実際に資
金の受払が行われた時点である｡ また, ここでは資金移動金額の値を 0ある
いは正の数で表現しているため, 銀行はマイナスの決済尻, 銀行はプ
ラスの決済尻を持つと仮定していることになる｡
ところで, 時点において資金移動が認識されて移動金額と移動日が決定さ
れたとしても, 現実には債務不履行リスク(87) や決済リスク(88) が存在し, 必ず
しも当該日に資金が移動しないこともある｡ また, 資金移動に関する現実の契
約においては資金移動日は決めても, 資金移動実行時点までは特定しないの
が普通である｡ このような現実を反映させるには, 上で定めた資金移動関数
における実行時点と移動金額を確率変数の実現値とみなすのがよい｡
確率変数は, 確率空間上の可測関数であり, 可測関数とは可測空間 (,
) において任意の実数に対して
を満たすような関数のことを指す｡ そして可測空間は全体集合と上
の集合体(89) から成り, の要素に確率を対応させる関数を組み合わ
せた, (, , ) を確率空間と呼ぶ｡ 実現値が複素数であるような確率変数
は複素確率変数と呼ばれるが, 実数部分と虚数部分がそれぞれ可測関数となっ
ている(90)｡
我々にとっての全体集合は 	であるので, その部分集合族 
	は 	上の集合体であると仮定する｡ 実際には部分集合族
の要素 (すなわちの部分集合) の中には, 経済主体とみなせないもの
もあるわけであるが, 上の仮定との整合性を持たせるために, 資金移動関数

	において, 変数が経済主体とみなせない場合には, 資金移動金
額の値が 0になり, 資金移動時点は認識時点に一致すると決めておく｡
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最後に, 外国為替取引において異なる通貨が用いられる現実を考えると,
資金移動関数は一般的にはベクトル値の関数とするのがよい｡ つまり, 扱う
通貨の種類を日本円 (￥), 米ドル (＄), ユーロ (•) の 3種類とすれば,
一般化資金移動関数の値域は, 複素数全体の集合上の 3次元ベクトル空間
C
であり, 関数の値は 3個の複素数から成る列ベクトルで表現される(91)｡
一般的に定義すれば, 一般化資金移動関数は
あるいは
と書くことができる(92)｡ ただし, Cは複素数全体の集合上の次元ベクト
ル空間であり, は扱う通貨の種類数である｡ そして 1はすべての要素が 1
であるような列ベクトル, は当該資金移動における第
種の通貨の移動金額であり, その列ベクトルが上では転置されている｡ その
他の記号は資金移動関数の設定に準ずる｡
従って, 一般化資金移動関数における資金移動時点と移動金額ベクトル
の要素 は確率変数である(93)｡ の確率分布としては,
一般に   	という制約をもつ連続変数 に対して, 切断された正規
分布をあてはめることが考えられる｡ つまり, 過去のデータから同一相手に
対する支払時点に関して金額を重みとする加重平均をとることにより得られ
る平均値と分散をパラメータとする正規分布の確率密度関数 
と確率分布
関数を用いて, 連続変数の確率密度関数を
として計算する｡ そして離散時点に戻すには, 整数に対して
意思決定のモデル
281( 519 )
 C

 	


 

として, 対応する区分的に定義された関数に接続して考えることになる(94)｡
資金移動金額については, 支払通貨の種類が 1種類でかつ所与であるとす
れば, 確率変数についての確率分布を考えればよい｡ 最も単純な方法は,
当該資金移動が他の資金移動とは独立に起こるものと仮定して, 確率変数
が, 移動時点の確率分布とは独立に, 予定される移動金額か 0かのベルヌー
イ分布に従うと考えることである｡ 過去のデータから同一の相手に対する支
払に関する債務履行率の平均値を求めて, それを が移動金額の値をとる
確率であるとみなすのである｡
 意思決定の表現
ここでは拙論 (2012) に基づき, Beauquier (2003) の確率時間オートマ
トンを利用して資金移動を意思決定のモデルとして表現してみたい｡
Beauquier (2003) の確率時間オートマトンは, 初期状態と最終状態が与
えられたもとで入力記号と入力時点を原因として状態が確率的に推移してい
く｡ ここで言う状態とは, 確率時間オートマトン上の位置と当該位置に到達
した時点 (入力時点) と状態推移に要する時間を計る時計の値とから成る拡
張された概念である｡ そして入力記号はすべて, 位置上の確率分布に対応し
ている｡
さて, 任意の時点における人類の部分集合族が
のように個の要素 (の部分集合) から成るとしよう｡ すると, 一般化
資金移動関数を用いて時点における資金移動金額ベクトルを
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と書くことができる｡ ここで, , はそれぞれ, 以下の任意の自然数
であり, その他の右辺の記号は前項で定めたものである｡ そこで, 上式右辺
の中括弧の中は, 第番目の部分集合と第番目の部分集合との間で時点
に認識された資金移動が時点に実行されたときの移動金額を虚数で表現し
たものとなっており, 上式右辺において中括弧にさらに虚数単位を掛けるこ
とによって, 第番目の部分集合から見た支払金額が示されることになる｡
この資金移動金額ベクトルを用いて, 時点における経済主体	の資金
繰りを
と定義する｡ これは, 基準時点 の資金繰りから支払金額を差し引
き, 受取金額を加えることによって, 目標時点 の資金繰りが決ま
るという事実を表現したものである｡ 支払金額は, 	から のすべての
部分集合への資金移動のうちで, 時点までに認識された資金移動に関して
1時点から時点までの間に実行された資金移動金額の総額であり, 受取金
額についても同様であるが,
と定義され, は受取主体が当該資金移動を認識した時点となることに注意
が必要である｡
時点の資金繰りがプラスでないと時点に支払を実行することが
できないので,
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という関係が制約条件として課されることになる｡ ただし, は全ての要素
が 0であるような列ベクトルである｡
そして我々は, 0時点の資金繰りベクトルと時点の資金繰りベクトルを
それぞれ確率時間オートマトンにおける初期状態と最終状態とみなすことに
する｡ 入力記号に相当するのは, 時点に認識された資金移動に関する一般
化資金移動関数である｡ ということは, 記号が入力されるたびに資金繰りが
その影響を受けて変化していく様をモデル化していることになる｡
前項で定めたように, 一般化資金移動関数の値は複素数から成り, 定義域
は認識時点と人類の部分集合の直積集合であった｡ この部分集合が経済主体
とはみなせない場合及び経済主体間に資金移動を伴わない契約がなされた場
合に, 一般化資金移動関数の複素数値の虚数部分はすべて 0, 実数部分は認
識時点になる｡ さらに, 実際に資金移動が認識されない時点にも一般化資金
移動関数の複素数値の虚数部分はすべて 0, 実数部分は当該時点になると定
めることにより, 入力時点をあえて資金移動認識時点のみとせずに, すべて
の時点において入力がなされるものとする｡
そして, 資金移動認識時点と資金移動実行時点との間に
という関係を考えると, このこそが確率時間オートマトンにおける時計の
値に相当する｡
取引などに基づいて資金移動が起こることによって, 資金繰りも変化して
いく｡ これが状態の推移として表現されることになるが, 確定的な推移とな
らない理由は, 未決済の取引について債務不履行のリスクや決済リスクが存
在すること, 資金移動のデータ入手が困難な場合があること, 最終記号を入
力する時点が将来である場合には, 現時点から時点までの間に発生す
る取引が完全に既知ではないこと, 特に現時点から時点までに新設され
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た経済主体との資金移動が考えられることなどが挙げられる｡
債務不履行リスクや決済リスクによる不確実性については, 前項で定めた
ように, 資金移動実行時点と資金移動金額を確率変数として, それぞれ
が独立に切断された正規分布とベルヌーイ分布に従うとの仮定の下で正なる
資金移動金額に対しては
という確率を付与し, それ以外の場合には移動金額が 0であるとして確率分
布を設定すれば良い(95)｡ ここで, は前項で定めたものであり,
 は  かつ  を同時に満たすような事象の確率であ
る｡
また, Beauquier (2003) は trapという状態を作って拡張された状態集
合を考えたが, 我々にとって状態が trapへと推移するということは, 当該
経済主体が債務不履行に陥ったことを意味する｡ この確率は,
として計算できる｡
次に, 現時点から	時点までに新設された経済主体との資金移動に関し
ては, 人類の全ての部分集合が経済主体を構成している訳ではないにもかか
わらず, すべての部分集合に対して一般化資金移動関数が定義されていたこ
とを思い出せば, 新設の経済主体との取引は考慮されていることがわかる｡
しかしながら, 未決済の契約について決済時点を予想する場合と異なり, こ
れからどのような契約が締結されるかは将来になればなるほど正確な予測は
困難となる｡ ただし, 時点が	時点に近づくにつれて, 不確実な部分は確
実に減少する｡
最終記号を入力する時点	が過去であれば, すべての状態推移が確定し
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ているので, その状態推移列が確率時間オートマトンに受理される確率を最
大にするには, 資金移動実行時点と移動金額の確率分布をどのように定
めたら良いかを検証することが可能となる｡ 現実には, 週内や月中や年間を
通じて資金過不足にはある程度平均的なパターンがある(96) ので, そうした
傾向も考慮しなければならない｡ また時点において任意の相異なる 2つの
経済主体との間に共通の要素が存在していたとき, 換言すれば,
が成立するならば, それぞれの経済主体が当事者となる資金移動は独立でな
い可能性を考慮する必要があろう｡
時点が将来であれば, 最終状態は現実には未知であるが, 上で定めた
確率時間オートマトンにおいては, 時点の資金繰りを目標値として設定し
た上で, 今後予想される資金移動を用いてシミュレーションを行うことが可
能となるほか, 時点を過去として検証した結果得られる何らかの規則性に
基づいてより精確な予測が可能になることが期待される｡
一般化資金移動関数に関連したデータとしては, ミクロレベルにおいては
企業のキャッシュフロー計算書や資金 3表 (資金繰り表, 資金運用表, 資金
移動表) があり, マクロレベルにおいては資金循環統計がある｡
キャッシュフロー計算書とは, ｢一会計期間におけるキャッシュ・フロー
の状況を一定の活動区分別に表示するもの｣(97) である｡ ここでは資金の範囲
を, 現金 (手許現金及び要求払預金) 及び現金同等物 (取得日から満期日ま
たは償還日までの期間が 3か月以内の短期投資) と定めている(98)｡ 企業会
計は期間損益計算を適正に行うことが目的であるので, 減価償却のように実
際には資金の移動がない項目も計上されている｡ また, 社債の発行による土
地の取得のような非現金取引はキャッシュフロー計算書に報告されない(99)｡
資金運用表とは, ｢前期と当期の貸借対照表の増減を計算し, また, その
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期間内の利益, および税金・配当金などの利益処分状況も取り込んでその間
の資金の動きを分析するものであ｣(100) り, 資金移動表とは, 一定期間の資
金の流れを貸借対照表の勘定科目の増減と損益計算書の資金収支状況を関連
づけてとらえるものである(101)｡ 資金繰り表は, 発生主義による収益と費用
を現金主義に置き換えて, 一定期間における現金収支を記録するものであり,
実績のみならず将来の予定も記録されており, 資金 3表の中では資金移動関
数に最も近いものであると言える｡
他方資金循環統計は, Copeland (1947) によって創始された, 国民経済
計算体系 (SNA) の一角を占める統計である(102)｡ 金融取引の結果として保
有される金融資産・負債を各経済主体ごとに集計した上で, 複式簿記の考え
方に則って記録し, 一国の金融活動を包括的に捉えている(103)｡
Copeland (1947) は一般均衡理論に描かれる資金の流れを把握すること
を意図し, 実物取引に伴う資金の流れも考慮していた(104)｡ 実際 1955年に米
連邦準備制度理事会 (FRB) が資金循環統計を公表した時も実物取引に伴
う資金の流れが記録されていたが, 1959 年以降廃止され今日に至ってい
る(105)｡
資金循環統計は 4半期ごとに公表される貴重な統計であるが, 資金移動関
数との大きな違いは帰属計算にある｡ 帰属計算とは, ｢実際の取引は存在し
ないのに国民経済計算上, あたかもそれが存在するかのように記録するこ
と｣(106) である｡ 例えば資金循環統計においては, ｢利子所得を実際に利息が
支払われた時点で記録するのではなく, 金融資産が提供されていた期間にわ
たって連続的に記録｣(107) している｡
お わ り に
本論では時点における人類の集合とその部分集合族とその要素間
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の資金移動を表す一般化資金移動関数によって社会を捉えてみた｡
時点の社会空間    と 時点の社会空間 
を比べてみると, この時点間に新たに出生した人々がの要素に追
加され, 同期間に死亡した人々がの要素から除かれて, が構成され
ている｡ この出生は, 主として両親の意思決定のもとに起きていると考えら
れ, 他方死亡は本人とその周辺の人々のそれまでに累積された意思決定の総
合的な結果と解釈することができなくもない｡
さらに, 時点に存在した経済主体がすべて 時点にも存在する保
証はなく, 存在し続けている経済主体にしても, 構成要素である人間が同一
である保証はない｡ こうした経済主体の設立・存続・廃止や, 経済主体を構
成する人々の転入・転出は, やはり関係する人々の意思決定に基づいて起き
ていると考えられる｡
また経済主体間の資金移動についても, これまでに見てきたように, 当該
資金移動に関係する経済主体を構成する人々の意思決定によって, 資金移動
金額や資金移動時点が事前に決定されていると考えられる｡
本論においては, 社会空間    を構成する一般化資金移動関数
に関与する意思決定に着目して, 資金移動 (フロー) と資金繰り (ストッ
ク) に関する意思決定のモデルを提示したが, これを現実に応用することは
今後の課題である｡
( 1 ) 高田 (1995) 13頁｡
( 2 ) 小塚・森田 (2011) 15頁参照｡
( 3 ) 日銀決済機構局 (2011) によれば, 小口決済における現金の利用は近年も増
加傾向にあり, 2011年の月次データによると現金による決済金額は名目 GDP
の 2割近くに上る｡ これは欧米には見られない傾向である｡
( 4 ) 小塚・森田 (2011) 26頁参照｡
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
( 5 ) 同上, 22, 23頁参照｡
( 6 ) 同上, 27, 28頁参照｡
( 7 ) 同上, 29頁参照｡
( 8 ) 同上, 29, 30頁参照｡
( 9 ) 同上, 34頁参照｡
(10) 高田 (1995) 35, 36頁参照｡
(11) 同上, 47, 48, 71, 72頁参照｡
(12) 式場 (2011) 78頁参照｡
(13) 高田 (1995) 116頁参照｡
(14) 式場 (2011) 7981頁参照｡
(15) 小塚・森田 (2011) 53, 54頁参照｡
(16) 同上, 54, 55頁参照｡ なお, 隔地者間の資金移動は, 為替取引として従来銀
行のみに認められていたが, 2009年より銀行以外の者にも認められた｡
(17) 小塚・森田 (2011, p. 67) によれば, 統一小切手用紙には, そもそも受取人
欄が無いので, 所持人が支払いを受けるものとなる｡
(18) 小塚・森田 (2011) 5860頁参照｡
(19) 式場 (2011) 105頁参照｡
(20) 小塚・森田 (2011) 84, 86頁参照｡
(21) 式場 (2011) 122頁｡
(22) 同上, 124頁によれば, 海外見本市への出展のように, 代価の受け取りを予
定しない輸出は無為替輸出と呼ばれるが, 無為替輸出の中には, 日本政府ある
いは特定の国際機関による円借款あるいは円贈与資金により支払いを受ける輸
出も含まれる｡
(23) ここで, ｢信用力が高い｣ とは, 信用状によらないこと, 売り手の取引銀行
が振り出された荷為替手形の買い取りに応じること, 買い手の取引銀行が, 買
い手の支払い後ではなく, 引受け後に付属書類を引き渡すことである
(24) 小塚・森田 (2011) 86, 87頁と, 式場 (2011) 128131頁参照｡
(25) 式場 (2011, p. 13) によれば, 国際間の貿易においては CIF売買 (運賃・保
険料込み) が代表的な取引形態である｡ 従って, 貨物の売買契約に加えて, 運
送サービスと保険サービスの売買契約の決済も同時に行われていることになる｡
(26) 一覧払いとは, 呈示がなされるとただちに支払いがなされるという意味であ
る (小塚・森田 (2011) p. 59参照)｡
(27) 式場 (2011) 169頁参照｡
(28) 小塚・森田 (2011) 157159頁参照｡
(29) 信用状は, 貿易取引を円滑にするために, 銀行が輸入者の商品代金の支払い
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保証を行う目的で発行する, 一種の保証状である｡ 一定の条件を満たした輸出
者など受益者が振り出した為替手形の支払い・買取り・引受けを行うとの取り
消し不能な確約をした書面である (式場 (2011, pp. 10, 187) 参照)｡
(30) 小塚・森田 (2011) 91頁参照｡
(31) 手形法上は, 当座預金口座を開設していなくても利用できる (小塚・森田
(2011) 94頁参照)｡
(32) 同上, 102, 134頁参照｡
(33) 同上, 90, 91, 94, 137, 138頁参照｡
(34) 同上, 24, 61, 62, 99頁参照｡
(35) 原因となる取引なしに振り出される約束手形は融通手形と呼ばれるが, 手形
の券面のみから融通手形であるかどうかを判断することは難しいことが多い
(同上, 94頁参照)｡
(36) 同上, 152頁参照｡
(37) 三菱東京 UFJ銀行・日本電子債権機構 (2010) 34頁参照｡
(38) 小塚・森田 (2011) 172, 173頁参照｡
(39) 同上, 173, 174頁参照｡
(40) 橋本 (2005) 12頁参照｡
(41) 久保田 (2010, pp. 53, 54) によれば, 募集発行とはあらかじめ発行者が発
行総額や利率, 発行価格, 発効日, 募集期間などの発行条件を決めておいて投
資家を募集する形式である｡ 売出発行とは, 発行総額をあらかじめ決めておか
ず, 期間中に応募された金額を発行総額とする形式である｡ 入札発行とは, 発
行者があらかじめ発行総額を決めており, 入札で発行価格などを決定する形式
である｡
(42) 浜田 (1997, p. 53) によれば, 国債の取引を貸借取引とする考え方もある｡
(43) 日銀ネットとは, 資金決済システムの 1つで, 各金融機関が日本銀行に開設
している当座預金口座の間の資金振替によって国債取引等にかかる資金決済を
行うだけでなく, 全銀システムなどの民間決済システムに係わる資金決済も行っ
ている (中島・宿輪 (2009, p. 302) 参照)｡
(44) 東短リサーチ株式会社 (2011) 104112頁参照｡
(45) 中島・宿輪 (2009, p. 59) によれば, 我が国の国債や株式の決済日は,
つまり取引日の 3営業日後である｡
(46) 同上, 24頁参照｡
(47) 同上, 112頁参照｡
(48) 同上, 8, 13頁参照｡
(49) 同上, 369頁によれば, 継承国債 (社債等で, 国が元利支払義務を継承した
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もの), 個人向け国債, 物価連動国債, 課税玉 (一度でも事業法人や個人が保
有して, 利払い時に源泉徴収をうけることになるもの) は対象外である｡
(50) 同上, 377頁参照｡
(51) 同上, 373頁参照｡
(52) 同上, 374, 376, 377頁参照｡
(53) 経過利子とは, 前回利払日の翌日から決済日までの日数分, 日割りで計算さ
れた利子のことである (橋本 (2008, p. 17) 参照)｡
(54) 橋本 (2008) 17, 19頁参照｡
(55) 高田 (1995) 52頁参照｡
(56) 加藤 (2012) 279282頁参照｡
(57) 高田 (1995) 136141頁参照｡
(58) 小塚・森田 (2011) 4953頁参照｡
(59) 中島・宿輪 (2012) 269, 301頁参照｡
(60) 高田 (1995) 57頁参照｡
(61) 東短リサーチ株式会社 (2011) 223, 224頁参照｡
(62) レート提示銀行から見て, 買呼び値 (bid) を左側に, 売呼び値 (offer) を
右側にして同時に表示する方式である｡ たとえば 1米ドル＝90.50－52円と提
示されたとすれば, このレートを提示した銀行は 1米ドルにつき 90.50円であ
れば米ドルを購入したい, また 1米ドルにつき 90.52円であれば米ドルを売却
したいと意思表示していることになる (蜂須賀 (2010, p. 39) 参照)｡
(63) 式場 (2011, p. 34) によれば, 銀行間取引の直物取引の決済日は(約
定日の 2営業日後) が主流となっている｡
(64) 蜂須賀 (2010) 3643頁参照｡
(65) 中島・宿輪 (2012) 18頁参照｡
(66) 同上, 283頁参照｡
(67) 式場 (2011) 3540頁参照｡
(68) 同上, 34頁参照｡
(69) 蜂須賀 (2010) 78頁参照｡
(70) 同上, 75頁参照｡
(71) 同上, 80頁参照｡
(72) 同上, 8084頁参照｡
(73) 東短リサーチ株式会社 (2011, p. 131) によれば, 国債の貸借で, 両当事者
が日本国債清算機関参加者であれば, 同清算機関が各当事者の相手方となって
決済する｡
(74) 同上, 129131頁参照｡
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(75) 同上, 6166頁参照｡
(76) 同上, 7174, 81頁参照｡ また, 同 82頁によれば, 媒介手数料は各月分を取
りまとめて金融機関に請求され, 金融機関は銀行振り込みあるいは小切手で支
払う｡
(77) 同上, 7781頁によれば, 同一 2社間で債権債務の相殺が行われており, こ
の場合には決済日に利子のみ受払を行う｡
(78) 式場 (2011) 79頁参照｡
(79) 佐藤 (2007) 2頁参照｡
(80) 国税庁ホームページ (http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/nofu-shomei/hof
u/01.htm) 参照｡
(81) 石井 (2011) 201頁参照｡
(82) 松本 (2007) 14, 15頁参照｡
(83) 東短リサーチ株式会社 (2011) 23ページ参照｡
(84) 同上, 21ページ参照｡
(85) はキリル文字のジェーである｡
(86) ここでは, 振込手数料を無視している｡
(87) 長尾 (2002) によれば, 債務不履行の原因は債務者の責任に帰すべき事由と
帰すべからざる事由とに分けられる｡ 前者には, 債務者の故意・過失のほか,
履行補助者の過失があり, 後者には, 債権者側の事情, 第三者側の事情, 人為
的な社会状況の変化, 公権力による拘束, 戦乱または自然的災害がある｡
(88) 中島・宿輪 (2012, pp. 1520) によれば決済リスクとは, 何らかの理由によ
り金融機関相互間の決済が実行されないために損失を被るリスクであり, その
原因と性質により, 信用リスクと流動性リスクとシステミック・リスクと法的
リスクとオペレーショナル・リスクに分けられる｡
(89) 集合体は, 次の 3つの条件を満たすの部分集合族である｡  ,
  ,  
	

 ｡
(90) 佐藤 (2001) 35, 43頁参照｡
(91) ここでの一般化資金移動関数の値を 4元数として¥$• と表すこ
とも可能ではあるが, 4 元数の定義から, ¥
 $
 •
¥$
$¥

•$•
•$
 ¥•¥
¥•
 $ でなければならない｡
(92) この一般化資金移動関数は, 分割払いのように資金移動が複数回にわたるよ
うな契約を包括的に表現していないので, そうした契約については資金移動認
識時点を前回の資金移動が完了した時点として, 資金移動ごとに関数を組むこ
とになる｡ これに代わる方法としては, 3節で定めた時点を用いて, 一般
化資金移動関数の値域を行列の行列とすることが考えられる｡
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(93) 経済学では, 数学と異なり, 確率変数とその実現値を同じ記号で表すことが
一般的であるので, ここでもその慣例を踏襲した｡
(94) 杉山 (2001) 8頁参照｡
(95) 移動金額が為替変動リスクや金利変動リスクを受けるような場合も考慮すれ
ば, 確率分布はより複雑になる｡
(96) 東短リサーチ株式会社 (2011) 2230頁参照｡
(97) 鎌田 (2006) 33頁｡
(98) 同上, 28頁参照｡ なお, 同書によれば, 現金同等物には①定期預金, ②譲
渡性預金, ③コマーシャルペーパー, ④売戻条件付現先, ⑤公社債投資信託が
含まれる｡
(99) 同上, 41, 42ページ参照｡
() 久保田 (2000a) 47頁｡
() 久保田 (2000b) 58, 59頁参照｡
() 村 (2004) i頁参照｡
() 日銀調査統計局経済統計課 (2001) 3, 4頁参照｡
() Copeland (1947) pp. 4042参照｡
() 日銀調査統計局経済統計課 (2001) 5頁参照｡
() 作間 (2003) 60頁｡
(	) 日銀調査統計局経済統計課 (2001) 71頁｡
Beauquier, D. (2003) “On probabilistic timed automata”, TCS, vol. 292, pp. 65
84.
Copeland (1947) Tracing money flows though the United States economy, The
American Economic Review, Vol. 37, No. 2, pp. 3149.
石井宏和編著 (2011) 『税金のすべてがわかる本』 ’11～’12年版, 成美堂出版｡
加藤浩康 (2012) 『わかりやすい銀行業務』 金融財政事情研究会｡
鎌田信夫 (2006) 『キャッシュフロー会計の原理』 税務経理協会｡
久保田博幸 (2010) 『日本国債先物入門』 PanRolling｡
久保田政純 (2000a) ｢資金運用表の定義とその分析｣ 『Credit & Law』 No. 126, pp.
4453.
(2000b) ｢資金繰り表, 資金移動票の意義とその分析｣ 『Credit & Law』
No. 127, pp. 5463.
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